
Ⅴ　平成２５年度決算の概要

　　平成25年度決算については、平成26年11月定例県議会において、議会の認定

　をいただきましたので、地方自治法第233条第6項の規定により、その概要を説

　明します。

▲

平成25年度一般会計決算

平成25年度一般会計の決算規模は、

　歳入決算額　　7,129億2,418万6千円

　歳出決算額　　6,910億3,395万6千円

 となっております。

歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支は、218億9,023万円の黒字、翌年度へ繰越す

　べき財源213億8,330万5千円を控除した実質収支は、5億  692万5千円の黒字となっています。

歳入面では、

１．　県税は、税制改正に伴う県たばこ税の減（△12.2億円）や株式譲渡の活発化による県民税

譲渡所得割の増（＋9.8億円）、企業収益の持ち直し等による法人事業税の増（＋5.4億円）

などにより、総額では、約5.1億円の増（＋0.5%）となり、３年連続の前年度比増となりました。

２．　臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は、地方公務員給与費の減や「地域の元気づくり

推進費」の増等により、約28.2億円の減（△1.0%）となりました。

３．　国庫支出金は、国の経済対策に伴い措置された地域の元気臨時交付金の増（＋144億円）や公

共事業費の増加に伴う増（＋91億円）等により、約197億円の増（＋17.2%）となりました。

４．　県債は、地域の元気臨時交付金の活用等による一般単独事業債の減（△79億円）のほか、退

職手当債の減（△28億円）や減収補てん債の減（△25億円）等により、約135億円の減

（△11.9%）となりました。

　このほか、地方法人特別譲与税の増に伴う地方譲与税の増（＋35億円）や、中小企業の資金繰

り支援のための貸付金の減に伴う貸付金元利収入等の諸収入の減（△28億円）などにより、歳入

全体としては、対前年度比約72.4億円の増（＋1.0%）となっています。

　歳出面では、

　臨時特例の減額支給措置による職員給与費の減や、中小企業の資金繰り支援のための貸付金等

の減があったものの、国の経済対策への対応による基金積立金（地域の元気臨時交付金）の増や

公共事業費の増などにより、歳出全体では約79.4億円の増（＋1.2%）となっています。

　主な増減として、

・基金積立金（地域の元気臨時交付金）の増　＋140億円

・公共事業費の増　＋136億円

・職員給与費の減　△126億円

・中小企業の資金繰り支援のための貸付金の減　△46億円

となっています。
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＜決算収支＞ （単位：千円）

＜歳入＞ （単位：千円・％）

＜歳出＞ （単位：千円・％）

一般会計決算の状況

100.0 7,942,309 1.2合 計 691,033,956 100.0 683,091,647

15.1 3,584,183 3.5

諸 支 出 金 28,805,756 4.2 28,973,252 4.2 △ 167,496 △ 0.6

公 債 費 107,053,511 15.5 103,469,328

22.6 △ 6,380,94921.5 154,684,460 △ 4.1

災 害 復 旧 費 1,608,874 0.2 1,999,507 0.3 △ 390,633 △ 19.5

教 育 費 148,303,511

△ 0.4

警 察 費 37,398,441 5.4 39,564,568 5.8 △ 2,166,127 △ 5.5

土 木 費 84,796,405 12.3 85,149,904 12.5 △ 353,499

17.4

商 工 費 37,081,835 5.4 43,524,661 6.4 △ 6,442,826 △ 14.8

農 林 水 産 業 費 59,442,310 8.6 50,636,185 7.4 8,806,125

15.6

労 働 費 6,293,434 0.9 9,404,425 1.4 △ 3,110,991 △ 33.1

環 境 保 健 費 31,171,897 4.5 26,962,879 4.0 4,209,018

39.2

生 活 福 祉 費 94,241,120 13.6 98,905,033 14.5 △ 4,663,913 △ 4.7

総 務 費 53,693,447 7.7 38,561,628 5.6 15,131,819

△ 9.0

構成比 決 算 額 (B) 構成比 (A)-(B) (C)/(B)

△ 5.7

43.6

△ 2,749,586

△ 13,499,800

議 会 費 1,143,415 0.2 1,255,817 0.2 △ 112,402

2.6

151.2

実  質  収  支

(C)/(B)

伸び率

△ 20.0

△ 3.3

△ 2.8

2.1

18.2

△ 0.8

0.5

7,242,495

平 成 24 年 度

1.0

△ 11.9

712,924,186 100.0 705,681,691 100.0

平 成 25 年 度

257,155

506,925

17.2

△ 0.3△ 24,459

133,696,114 18.8 114,033,007 16.2

45,634,199 6.4 48,383,785 6.9

99,751,400 14.0 113,251,200 16.0

740,119

22,590,044 3.1 15,735,589 2.2 6,854,455

29,761,291 4.2 29,021,172 4.1

△ 139,539

106,886 0.0 42,555 0.0 64,331

19,663,107

8,182,701 1.1 8,207,160 1.2

△ 6.12,130,152 0.3 2,269,691 0.3

△ 1,089,792

0.1 463,134 0.1 △ 15,303

4,352,993 0.6 5,442,785 0.8

18,994,464 2.7

△ 6,322,713

0.0 329,069 0.0 6,830

30.6 224,726,341 31.8

3,462,710

25,769,109

99,012,630

3.6

14.0

△ 213,789

505,924

3.7

14.0

3.2

増減(C)

(A)-(B)構成比

平　成　25　年　度 平　成　24　年　度

決 算 額 (B) 構成比

交通安全交付金

区　　　分
決 算 額 (A)

25,555,320

99,518,554

335,899

447,831

地 方 譲 与 税 22,457,174

218,403,628

分 ・ 負 担 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

合 計

県 債

諸 収 入

繰 越 金

21,890,230

使用料・手数料

歳入歳出差引歳 出 総 額歳 入 総 額
区　　分

地方消費税清算金

県 税

地 方 交 付 税

地方特例交付金

21,383,305

(C)-(D)

705,681,691

712,924,186

(A) (B)

683,091,647

691,033,956

(A)-(B)=(C)

22,590,044

伸び率

決 算 額 (A)

翌年度に繰越

区　　　分
平　成　25　年　度 平　成　24　年　度 増減(C)

(D)
す べ き 財 源

22,332,889



▲

平成25年度特別会計決算

平成25年度特別会計の決算額は、次のとおりです。

（単位：千円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引 翌年度に繰越 実 質 収 支

す べ き 財 源

(A) (B) (A)-(B)=(C) (D) (C)-(D)

384,360 174,909 209,451 0 209,451

321,692 108,627 213,065 0 213,065

122,626 164 122,462 0 122,462

292,571 292,562 9 0 9

782,341 68,621 713,720 0 713,720

4,743,987 3,664,430 1,079,557 0 1,079,557

624,681 587,489 37,192 0 37,192

242,929 242,916 13 0 13

3,141,374 3,121,106 20,268 0 20,268

1,222,218 898,838 323,380 0 323,380

68,282,379 68,282,379 0 0 0

80,161,158 77,442,041 2,719,117 0 2,719,117合 計

特別会計決算の状況

区 分

母子寡婦福祉資金

流 域 下 水 道

農 業 改 良 資 金

林 業 改 善 資 金

県 営 林

沿岸漁業改善資金

小規模企業者等資金

公 債 管 理

港 湾 施 設 整 備

庁 用 管 理

長 崎 魚 市 場


